
1 

 

原子力災害の発生に備えた普及啓発動画作製業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

１ 業務概要 

（１）業務名 

原子力災害の発生に備えた普及啓発動画作製業務委託 

 

（２）目的 

本市では、松江市原子力災害広域避難計画（以下、「広域避難計画」という。）を策定し、

原子力災害が発生した際の市域を超えた広域的な避難に必要となるルールや体制等を定

めている。 

原子力災害の発生に備えた普及啓発動画作製業務委託（以下、「本件業務」という。）は、

原子力発電の仕組みや広域避難計画の詳細をわかりやすく学ぶ教材としての動画を作製

し、多くの住民が様々な機会に視聴できるようにすることで、原子力災害の発生に備えた

対応についてのさらなる普及啓発を図るものである。 

作製する動画については、原子力発電の仕組みや広域避難計画を正しく説明したうえ

で、動画としての特徴を生かし、複雑な内容を直観的にわかりやすく伝える必要があるこ

とから、価格のみでなく、実績、専門性、技術力、創造性等を勘案し、総合的な見地から

最適な事業者を選定するため、プロポーザル方式によって、契約の相手方となる候補者を

決定する。 

 

（３）業務内容 

別紙「原子力災害の発生に備えた普及啓発動画作製業務委託仕様書」（以下、「仕様書」

という。）のとおり。 

 

（４）業務期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月１９日（木）まで 

 

（５）提案上限額 

２，５８１，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

２ 参加資格 

（１）令和７・８・９年度松江市競争入札参加資格（物品、業種：「企画・製作」、種目：

「映画・ビデオ製作」あるいは「その他」）を有していること。 

（２）松江市による指名停止を受けていないこと。 

（３）民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続き開始の申し立てをした者

にあっては再生計画の認可がされていない者、または会社更生法(平成 14 年法律第
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154 号)に基づく更生手続き開始の申し立てを行った者にあっては更生計画の認可が

なされていない者でないこと。 

（４）地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当しな

いこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

第 2 号に規定する暴力団又は第 2 条第 6 号に規定する暴力団員が経営に関与してい

ないこと。 

（６）所得税又は法人税、法人市民税、固定資産税、法人事業税、消費税及び地方消費税

のほか、義務付けられている租税公課を滞納していないこと。 

（７）本件業務の遂行にあたり、専門技術者を確保している等の十分な業務遂行能力を有

し、適切な執行体制を有していること。 

（８）概ね過去５年以内に、本件業務の内容と同種の業務又は類似の業務（自治体の事業

の PR 動画、広報動画、説明動画等）を受注した実績を有していること。 

 

３ スケジュール（予定） 

（１）実施要領の公開・参加意思表明書受付開始 令和７年７月１日（火） 

（２）質問書の提出期限        令和７年７月１１日（金）１５時（必着） 

（３）質問書に対する回答       令和７年７月１６日（水） 

（４）参加意思表明書の提出期限    令和７年７月２５日（金）１５時（必着） 

（５）企画提案書・見積書提出期限   令和７年８月 ６日（水）１５時（必着） 

（６）プレゼンテーション審査（予定） 令和７年８月２１日（木） 

（７）選考結果通知          令和７年８月２５日（月） 

（８）契約締結（予定）        令和７年９月 ５日（金） 

 

４ 質問書の提出 

本件業務に関して質疑がある場合は、以下のとおり質問書を提出すること。ただし、質

疑は本実施要領に付随して企画提案書等を作成する上で必要な事項に限り、企画提案書の

具体的な記載内容及び評価基準に関する質問については受け付けない。また、本実施要領

記載の提出方法以外による質問には対応しない。 

 

（１）提出期限 令和７年７月１１日（金）１５時（必着） 

（２）提出書類 質問書（様式 1） 

（３）提出方法 電子メールにて送付すること。 

（４）提出先 本実施要領末尾記載の担当窓口メールアドレス 

（５）回答日 令和７年７月１６日（水） 

（６）回答方法 本市ホームページに掲載。なお、質問者の氏名、企業名等は公表しない。 
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（７）その他 電子メールの通信不良については市はいかなる責任も負わないこととする。 

 

５ 参加意思表明書の提出 

（１）提出期限 令和７年７月２５日（金）１５時（必着） 

（２）提出書類【各 1 部】  

（ア）参加意思表明書（様式 2） 

（イ）誓約書（様式 3） 

（ウ）会社の概要（任意様式） 

（エ）本件業務の内容と同種の業務又は類似の業務の受注実績が分かる資料（任意様式） 

（３）提出方法 

持参又は郵送。なお、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。 

（４）提出先 

本実施要領末尾記載の担当窓口 

（５）その他 

提出期限までに提出がない場合は、企画提案書を受け付けない。 

 

６ 企画提案書ほか必要書類の提出 

参加意思表明書を提出した者は、企画提案書等を次のとおり提出すること。なお、提出

した書類は返却しない。 

（１）提出期限 令和７年８月６日（水）１５時（必着） 

（２）提出書類 

（ア）企画提案書 正本 1 部 副本 7 部 

（イ）見積書 正本 1 部 副本 7 部 

（３）提出書類の概要 

（ア）企画提案書 

企画提案書は、次の表に基づき作成するものとする。 

企画提案書の枚数に制限は設けない。企画提案書のサイズは､日本産業規格 A4(縦横

問わず、一部 A3 版資料折込使用可)とし､任意書式にて作成すること｡ 

 

番号 項目 記載すべき事項 

1 会社情報 会社概要、過去の実績について、以下の点を踏まえて、記述す

ること。 

① 会社概要 

② 本件業務の内容と同種の業務又は類似の業務 

2 本件業務に対す

る取り組み 

本件業務への具体的な取り組み方針について、以下の項目を

定め、主要なポイントを記述すること。 
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① 動画作製方針 

② 業務スケジュール 

③ 作業体制及び進捗管理体制 

④ 修正への対応方針 

3 動画作製 仕様書及び仕様書記載の関係資料を確認のうえ、動画作製に

係る以下の事項について、対応方針を記述すること。 

① 動画の種別 

アニメーションを利用する場合は詳細に説明すること。 

② バス車内での上映を踏まえた動画の構成 

動画の主な視聴環境の一つがバス車内であることを踏ま

えた動画作製への対応方針を説明すること。 

③ 本市指定の関係資料の動画への反映方法 

本市が指定する以下の関係資料について、視聴者が直観

的に理解できる動画の演出方法を示すこと。 

なお、以下の関係資料以外の説明の演出についても同様

に視聴者が直観的に理解できるものとすること。 

・原子力災害の発生に備えた普及啓発動画イメージ P20

～28 

4 追加提案 仕様書に定めのない事項で、本件業務及び本件業務において

作製した動画による普及啓発に資すると思われる提案があれ

ば記述すること。 

 

（イ）企画提案書 

次の項目について、詳細な内訳を明示した見積書を提出すること（様式自由）。 

①動画制作費 

②動画編集費（出演者のセリフ及びナレーションの収録・整音費を含む） 

③打ち合わせに係る費用（回数を含む） 

④その他本件業務に係る費用 

提案内容に係る金額は全て含めること。見積金額には消費税額を加算すること｡ 

 

（４）提出方法 

持参又は郵送。なお、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。 

（５）提出先 

本実施要領末尾記載の担当窓口 
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７ 選定 

受託候補者の選定にあたり、本市において審査委員会を設置し、企画提案書及びプレゼ

ンテーションによる審査により、「評価基準表」に基づき評価する。 

（１）プレゼンテーションの実施 

審査委員会において、提案内容をより理解するため、企画提案書に係るプレゼンテーシ

ョンを次のとおり行う。 

（ア）実施日（予定） 

令和７年８月２１日（木） 

会場等の詳細については、別途通知する。 

（イ）方法 

プレゼンテーションは、企画提案書に基づき実施すること。PowerPoint 等を使用す

る場合は、必要な資機材を提案者が準備すること。なお、モニター及び HDMI ケーブ

ルは本市が用意する。 

（ウ）時間配分 

プレゼンテーション 15 分間以内 

質疑応答       5 分間         計 20 分間 

（エ）その他 

プレゼンテーションは企画提案書の受付順で実施する。 

プレゼンテーションに参加しなかった提案者は失格とする。 

 

（２）受託候補者の選定 

次の評価基準表に基づき、各審査委員の評価点の合計により順位をつけ、最も合計点の

高い者を受託候補者として選定する。合計点数が最も高い者が複数であるときは、審査委

員の合議による比較審査を行い、評価項目に加算もしくは減算を行い、合計点の優劣をつ

け、順位を決定するものとする。 

なお、提案が１者の場合においても審査を実施するものとし､その場合、合計点数が総

合計点数の 60%以上でなければ受託候補者として認めないものとする｡ 

 

審査項目 審査の視点 配点 

①全体の評価 仕様書を的確に踏まえ、具体的な提案がなされているか。 １０ 

事業内容及び目的に関する理解・知識が十分にあるか。 １０ 

②動画作製 作製する動画は提案者のノウハウや知識・経験を生かし

た創意工夫がみられ、視聴者の興味を引く工夫がなされ

ているか。 

１５ 

バス車内での視聴を想定した作製方針であるか。 １５ 

関係資料の該当部分の演出は、視聴者が直観的にわかり １５ 
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やすいものとなっているか。 

提案する動画の種別は本件業務の目的を達成する上で適

切なものになっているか。 

５ 

③独自性 仕様書に定めのない事項で、本件業務又は作製した動画

による普及啓発に資する提案があるか。 

１０ 

④運営体制 無理なく適切なスケジュール、十分な業務の管理体制と

なっているか。 

動画作製中における修正・手戻りに対応できる体制・スケ

ジュールになっているか。 

１０ 

⑤実績等 本件業務と同種又は類似業務における豊富な受注実績が

あり、本件業務を円滑に進めるための実績・ノウハウがあ

るか。 

５ 

⑥価格 本件業務に係る見積額から評価する。 

（最低見積価格／見積価格×５） 

５ 

合計 １００ 

 

（３）選定結果 

選定結果については、企画提案書の提出者全員に通知する。また、松江市ホームページ

にて公表する。なお、選定結果に対する異議申し立ては受理しない。 

 

８ 契約締結 

受託候補者と契約に係る協議を行い、内容について合意した場合は、随意契約の方法に

より契約を締結する。契約内容については、本実施要領、仕様書及び受託候補者の企画提

案書の内容を踏襲するものとするが、やむを得ず契約内容を変更する場合は、契約時にお

いて発注者と受託候補者が協議・調整のうえ、内容を決定する。また、受託候補者との協

議が不成立の場合は、次点の者を受託候補者として協議を行うものとする。 

 

９ その他事項 

その他事項は次のとおりとする。 

（１）提出された書類は、返却しない。 

（２）企画提案書は 1者 1提案に限る。また、提出後の資料の追加または修正等は認めな

い。 

（３）応募を辞退する場合は、辞退書（様式 4）を提出すること。 

（４）提出書類及び審査結果は、公平性、透明性及び客観性を期するため公表することが

ある。 

（５）本件業務へ参加するために要した一切の費用は、提案者の負担とする。 
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（６）次のいずれかに該当する提案者の提案は、無効とする。 

（ア）実施要領に示した参加資格のない提案者が行った提案 

（イ）企画提案書及びその他提出書類に虚偽の記載をした提案者の提案 

（ウ）提案上限額を超えた提案 

（ウ）誤字又は脱字などにより、意思表示が不明確な提案 

（エ）その他実施要領等において、示した参加条件等に違反した提案 

（７）本要領に定めのない事項については、別途協議の上、決定する。 

 

10 応募及び問い合わせ先 

島根県松江市末次町８６番地 松江市役所本館西棟５階 

松江市防災部原子力安全対策課 担当 青戸・中村 

電話：０８５２－５５－５６１６ 

F A X：０８５２－５５－５６１７ 

E-mail：genshi@city.matsue.lg.jp 


